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要旨：スラブの強度が壁板の終局強度に及ぼす影響について FEM 解析による検討を行った。その結果，壁板

の強度 60N/mm2 に対しスラブの強度が 30N/mm2 以上で強度一体型の壁板と同等の強度および変形性能が得

られる。シアスパン比 1.0 以上になると，壁板とスラブの強度差に関わらず終局強度が一定になり，シアスパ

ン比 1.0 未満になると，スラブの強度が 10N/mm２から 30N/mm2 で終局強度が大きく変化することを明らかに

した。 また，解析で得られた終局強度から，スラブのコンクリート強度に対する低減係数 K を導き，これを

用いて，修正せん断強度式を提案することで，スラブの強度が異なる場合でも安全側に評価できた。 
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1. はじめに 

建設業界の人材不足や働き方改革などの近年の課題

から鑑みると，プレキャスト工法（以下，PCa）は，これ

らの問題を解決し得る有用な工法である。さらに著者ら

は，PCa 連層耐震壁において，柱と壁板の鉛直接合面に，

滑りを許容した，より省力的な構法を提案し，既往の論

文において報告している 1)。 

この連層耐震壁では，図-1に示すように PCa 耐震壁と

現場打ちの床スラブが交互に重なる。ここで，一般には，

床スラブの所要設計基準強度 Fcは柱や梁，耐震壁と比べ

て低くても，耐震設計上，問題のないケースが多い。し

かし，床スラブのみ強度を違えるためには，スラブと耐

震壁の間にコンクリート止めの型枠（以下，コン止め）

を使用する必要があり，施工の手間が増える。これとは

異なり，コン止めを用いず高い強度の Fcに合わせて床ス

ラブを打設する方法もあるが，不要なコストが発生する

ことになる。 

したがって，省力化を実現しつつ，経済性にも配慮し

た工法を実現するためには，所定の耐震壁のせん断強度

を維持しつつ，壁板よりも低い強度のコンクリートをス

ラブに打設できるのが理想である。 

この観点より，松永・磯崎ら 2)による壁脚部に薄い普

通強度コンクリート層を有するスラブなし壁板試験体お

よびスラブ付き壁板試験体，また，筆者ら 3)による浮き

床スラブ付き壁板試験体の水平加力実験の結果から，壁

板のせん断耐力は壁板の高いコンクリート強度を用いて

計算した壁板のせん断強度を上回ることが確認されてい

る。しかし，これらの研究ではシアスパン比（以下，M/Qd ）

やスラブ厚を変数とせずに検討しているため，これらを

パラメータとした実験あるいは解析による検討が必要で

ある。 

そこで本論文では，PCa 耐震壁を対象に，床スラブに

コン止めを用いることなく，他の構造部材よりも低い強

度のコンクリートを打設し，異なる強度が混在する壁板

工法（以下，異種強度壁板工法）を実用可能にすべく，

様々な異種強度壁板の形状およびスラブの諸元が，連層

耐震壁の終局強度に及ぼす影響について検討することを

目的とする。なお，スラブ筋比が及ぼす影響については，

別報にて報告することとし，本論文の対象範囲外とする。 

 

2. FEM 解析モデルの構築 

2.1 解析パラメータ 

 表-1 に解析モデルの一覧を示す。本解析のパラメータ

は，シアスパン比 M/Qd，スラブのコンクリート強度 sFc

およびスラブ厚 ts である。M/Qd は 0.50，0.60，0.75，1.00，
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1.50 および 2.00 の 6 水準，sFcは 10，20，30，40，50お

よび 60N/mm2の 6水準，ts は，50，100および 150mmの

3 水準とし，これらのパラメータを組み合わせた計 108

体のモデルとした。また，全モデルの壁板の強度は

wFc=60N/mm2とした。 

2.2 解析モデルの概要 

 図-2に既往の研究の試験体 3)を基に作成し要素分割し

たメッシュ図を示す。なお，前掲の表-1にモデル寸法お

よび配筋を示す。本解析には汎用非線形 FEM 解析プロ

グラム ATENA3D を使用した。コンクリートは三次元 6

面体 8 節点要素，鉄筋は一次元 2 節点線要素とした。 

2.3 材料構成則 

(1) コンクリート 

 図-3(a)にコンクリートの材料構成則，表-2 にモデル

で使用したコンクリートの物性値を示す。コンクリート

の応力―ひずみ関係には破壊・塑性理論に基づくコンク

リート構成則を使用した。この構成則の破壊・塑性モデ

ルは引張および圧縮挙動の構成モデルを組み合わせたも

ので，Rankine 破壊基準および Menetrey-William の破壊面

4)を組み合わせたモデルを使用しており，ひび割れには

ひび割れ方向を常に最大主応力方向と一致させる回転ひ

び割れモデルを用いた。圧縮側の特性は CEB-FIP モデル

5)，引張側の特性は破壊エネルギーを考慮した Hordijk モ

デル 6)を用いた上にテンションステフィニング係数を定

め，その値を 0.4 とした。なお，ポアソン比は 0.2 とし

た。引張強度およびヤング係数は ATENA3D による式，

破壊エネルギーは Vos7)による式を用いて算出した。これ

らの式は，それぞれ次の通り表される。 

 

引張強度 

Ft=0.24×Fc/0.85                    

ヤング係数 

E=(6000-15.5×Fc/0.85)��������            

破壊エネルギー  

GF=0.025×Ft                 

(2) 鉄筋 

鉄筋の材料構成則を図-3(b)に示す。圧縮側，引張側と

もに Bi-linear モデルを用い，ここでは鉄筋を完全弾塑性

とし，降伏後のひずみ硬化率は Esh=0 である。なお，埋

表-1 解析パラメータの一覧 

M/Qd wFc 
[N/mm2] 

tw 
[mm] 

hw 

[mm] 
lw 

[mm] 
psv psh 

sFc 
[N/mm2] 

ts 
[mm] 

ws 
[mm] 

ls 
[mm] 

spx spy 

0.50 

60 50 

900 

1800 

1-D6 

@50 

1-D6 

@85 
10~60 

 

250 

2200 

1-D6 

@190 

1-D6 

@250 

0.60 1500 1900 

0.75 1200 
50,100,150 

1600 

1.00 

900 1300 1.50 1350 
 

2.00 1800 

 M/Qd：シアスパン比，wFc：壁板の圧縮強度，tw：壁厚，hw：壁高さ，lw：壁長さ，psv：壁縦筋，psh：壁横筋，sFc：スラブの圧縮強度， 
ts：スラブ厚，ws：スラブ幅，ls：スラブ長さ，spx：x 方向のスラブ筋，spy：y 方向のスラブ筋 

図-2 解析モデルメッシュ図 
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図-3 コンクリートと鉄筋の構成則 

表-2 コンクリートの材料特性 

Fc 
[N/mm2] 

Ft
 

[N/mm2] 
E 

[N/mm2] 
GF

 

[N/mm] 

10 1.24 19.9×103 0.03103 

20 1.97 27.3×103 0.04927 

30 2.58 32.4×103 0.06455 

40 3.13 36.2×103 0.07821 

50 3.63 39.0×103 0.09075 

60 4.10 41.2×103 0.10250 

Fc:圧縮強度，Ft:引張強度，E:ヤング係数，GF:破壊エネルギー 
 (1) 

 

(2) 

 

(3) 


   

εt:引張強度時のひずみ 
εc:圧縮強度時のひずみ 
εd:圧縮限界ひずみ 
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込鉄筋モデルを用いており，コンクリートとは完全付着

として埋め込んだ。 

2.4 解析条件 

 本解析の拘束条件は，基礎スタブは側面の X 方向およ

び Y 方向変位を，加力スタブは X 方向への捩れを防ぐ

ため，Y 軸に沿った面の X 方向変位を拘束した。 

 載荷方法に関しては，既往の実験 3)と同様の載荷を行

った。まず，引張側壁板上部に拘束力（200kN）を作用さ

せ，その後強制せん断変位を増分させる一方向単調載荷

とした。 

また非線形求解法として Newton-Raphson 法を用いた。

なお，モデル化するに当たり載荷部分に載荷板を設けて

いる。この載荷板は降伏点のない弾性体を用いている。 

2.5 実験結果との対応 

 図-4において，荷重 Q―部材角 R 関係と壁板およびス

ラブのコンクリート強度を示す。解析結果を実線，既往

の研究の浮き床スラブ付き試験体の実験結果 3)を破線で

それぞれ示した。実験結果は，部材角 R=8.43×10-3rad の

時に最大耐力 (Qex )342kN に達した。解析結果は

R=9.22×10-3rad の時に最大強度（QFE）327kN に達した。

QFEは実験結果の 95.6%であった。破壊形式については，

実験は圧縮側壁板脚部で圧壊・剥離によるせん断破壊，

解析では，最大強度ピーク後，実験と同位置付近でコン

クリートのひずみが増加したことから，実験のようなせ

ん断破壊をしたと考えられる。以上のことから，概ね実

験に近い挙動を示していることから，本解析は妥当であ

るといえる。 

 

3. 解析結果 

 本解析のモデル名はシアスパン比を意味する数値と S

の後ろに，スラブのコンクリート強度を表す数値を併記

して構成される。 

3.1 壁板最大強度とスラブ強度の関係 

図-5に各モデルの最大強度 Qmaxとスラブ強度 sFcの関
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図-4 荷重―部材角関係 
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図-5 最大強度とスラブ強度の関係 
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図-6 荷重―部材角関係（ts=50mm） 
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係を示す。M/Qd=0.50～0.75 のモデルは sFc=30N/mm2 以

上の場合，sFc=60N/mm2 のモデル（以下，強度一体型モ

デル）と同等の最大強度に達している。sFc=30N/mm2 以

下の場合は，強度一体型モデルに対し，0.50-S10 は 44.4

～46.5%，0.50-S20 は 11.4～14.1%，0.60-S10 は 32.7～

36.9%，0.60-S20 は 5.72～14.2%，0.75-S10 は 25.7～34.6%，

0.75-S20 は 2.19～6.52%低下している。sFc によって，多

少のばらつきはあるが，M/Qd が大きくなるつれ，低下率

が小さくなる傾向がある。 

M/Qd=1.00～2.00 のモデルは M/Qd=0.50～0.75 のモデ

ルとは異なり，本解析で設定した sFc の範囲では強度一

体型モデルとほぼ同等の強度が得られている。 

 

3.2 各モデルの荷重―部材角関係 

 図-6 に ts=50mm で，M/Qd=0.50～1.50 の時の sFc=10，

30 および 60N/mm2 の荷重 Q―部材角 R 関係の解析結果

を示す。 

 M/Qd に関わらず，sFc=10N/mm2 のモデルは R=1/500rad

付近で最大強度を迎え，その後急激に強度が低下してい

る。これは sFc=10N/mm2 が極めて低い強度であるため，

スラブ部分の破壊により最大強度に達したと推測される。

sFc=30 N/mm2 および sFc=60 N/mm2 の強度一体型モデル

は，両方類似した荷重―部材角関係を示している。この

ことから，sFc=30 N/mm2 以上の場合，強度一体型モデル

と同等の変形性能が得られる。 

また M/Qd=1.50 以上の場合，強度一体型モデルよりも

優れた変形性能が得られることから，強度一体に比べ，

一部に多少の低い強度のコンクリートが存在することで

靭性があるモデルになった可能性がある。 

以上，本3.2節では最大強度や荷重－部材角関係から，

解析結果の傾向について記述したが，次節ではひずみ分

布を観察することで，具体的な解析上の破壊性状につい

て考察する。 

3.3 壁板のひずみ分布 

 図-7にM/Qd=0.50～1.50の sFc=10，30および 60N/mm2，

ts=50mm のモデル壁板の X 方向ひずみ分布を示す。 

 M/Qd に関わらず，sFc=10N/mm2 のモデルは圧縮側スラ

ブでひずみが大きくなっている。これは前節で述べたよ

うに，sFc=10N/mm2 が極めて低い強度であるため，圧縮

側スラブで破壊したと推測される。sFc=30 N/mm2 および

強度一体型モデルは，前節同様に両方類似したひずみ分

布を示している。また，M/Qd=0.60 以上では，スラブ部

分でひずみがあまり発生しないのに対し，M/Qd=0.60 以

下になると，圧縮側スラブ部分でひずみが大きくなって

いる。M/Qd が小さくなるにつれ，壁板からの応力がスラ

ブに伝わりやすく，そのためスラブの圧縮強度の影響が

耐震壁の強度に影響してくるものと推察される。 図-9 解析値とせん断強度式の比較 
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図-7 X 方向ひずみ分布（ts=50mm） 
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4. 解析値とせん断強度式の比較 

 前章までの考察により，シアスパン比が小さい場合は，

スラブの強度に応じて，壁板の最大強度が低下する現象

が確認された。そこで，本章では最大強度（以下，解析

値）とせん断強度式とを比較し，解析値を定量評価する。 

4.1 せん断強度式 

せん断強度式 8)としては，荒川 min 式および荒川 mean

式（Qsu）の 2 式を用いて比較を行う。これら両式は，そ

れぞれ次の通り表される。 

荒川 min 式 

                        (4) 

荒川 mean 式 

                                               (5) 

r：開口低減率（r=1） 

pte：引張側柱の等価主筋比 

Fc：コンクリートの設計基準強度 

pse：壁横筋の等価補強筋比 

te：等価壁厚さ 

σwy：壁横筋の規格降伏点 

σ0：軸力による応力度 

je：応力中心間距離 

 

 ここで，前掲の図-2に示したメッシュ図より，本論文

では柱型がない，単純な壁板を対象として解析している。

そこで，Pteの算定方法として，図-8に示すように，引張

鉄筋を壁板の半分の縦筋として算出した。 

 図-9 に M/Qd と Qsu に対する解析値 Qmax の比率を示

す。計算値は壁板強度 Fc=60N/mm2 を使用した値である。

min 式との比較は 0.58～1.24 となったが，M/Qd=0.50～

0.75 の sFc=10N/mm2 モデルを除けば，0.92～1.24 と比較

的安全側に評価される。また，mean 式との比較では 0.47

～1.06 となり，全体的に計算値を下回るモデルが多い。

特に，M/Qd=0.50～0.75 の sFc=10～20N/mm2 のモデルで

0.47～0.98 と適合性が低い。 

4.2 スラブ強度による低減係数 K の推定と修正せん断

強度式 

 図-10に Qmax/60Qmax―sFc関係を示す。なお，60Qmaxは，

sFc=60N/mm2 の Qmaxである。 M/Qd=0.50～0.75 の sFc=10

～30N/mm2 の解析ケースにおいて，より最大強度が低下

する傾向が顕著であったことから，これらのケースにつ

いて，強度の低減係数を定める。 

M/Qd=0.50，0.60，0.75 と 0.50～0.75 の解析ケースを対

象にそれぞれ最小二乗法より，原点を通る指数関数で回

帰曲線を求めた式を図-10に示している。図-10(a)～(c)

より，M/Qd の値に応じて，回帰式も異なっている。しか

しながら，強度式としては極力シンプルな形の方が望ま

しいので，本論文では，図-10(d)に示す M/Qd =0.50～0.75

をまとめて回帰して得られた y=0.2468x0.417 を用いて低

減係数 K を定める。 
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得られた式の x に sFc の値を代入して求まる y の値が

低減係数 K になる。これを踏まえ以下のように，修正せ

ん断強度式を提案する。 

なお，本提案式は，式(4)および(5)の開口低減率と同様

に，式全体に低減係数を乗じており，コンクリートとせ

ん断補強筋のそれぞれの負担分は考慮していない。 

4.3 解析値と修正せん断強度式との比較 

 図-11 に M/Qd と前節で算出した係数を Qsu に乗じた

Qsu’ に対する解析値 Qmaxの比率を示す。補正後の min 式

との比較は 0.89～1.38 となった。M/Qd=0.50～0.75 の

sFc=10N/mm2 モデルは 0.89～1.27 と補正前に比べ安全側

に評価できた。また，補正後 mean 式との比較では 0.72

～1.14 となり，補正前に比べ適合性が高くなったが，sFc

の小さいモデルでは適合性が多少低い。 

 

5. まとめ 

 本論文では，プレキャスト耐震壁のせん断終局強度に

おいて，スラブが及ぼす影響を解析的に検討した。以下

に，本論文で得られた知見を列記する。 

1) プレキャスト耐震壁のコンクリートの圧縮強度

を 60N/mm2 とし，これに対しスラブのコンクリー

ト圧縮強度が 30N/mm2 以下になると，せん断終局

強度が低下する傾向が確認された。 

2) シアスパン比が 1.0 以上の場合は，スラブコンク

リートの圧縮強度が低下しても，耐震壁のせん断

終局強度はそれほど小さくならない。この理由と

して，シアスパン比が大きくなると，壁板のせん

断応力がスラブに伝わり難く，このためにスラブ

の諸元が耐震壁のせん断終局強度に及ぼす影響

も小さくなると推察される。 

3) 解析で得られた終局強度から，スラブのコンクリ

ート強度に対する低減係数 K を導き，これを用い

て，修正せん断強度式を提案することで，スラブ

の強度が異なる場合でも安全側に評価できた。な

お本論文の範囲では，プレキャスト耐震壁のコン

クリートの圧縮強度が 60N/mm2，壁厚 150mm 相

当，シアスパン比 0.50～0.75 に対し，スラブコン

クリート強度 10～30N/mm2 が適用範囲である。 

 本論文では，研究の端緒として壁板のコンクリート強

度や厚さを固定して検討を行ったが，本研究の汎用性を

高めるべく，今後は更にパラメータを追加して解析を行

う他，必要に応じて追加実験で確認するなど，検証を重

ねたいと考えている。 
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